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15 款 7 項 4 目

（単位：千円）

【事業概要】

　

【補正概要】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
給食物資支払いスケジュール

*現計予算額とは、当初予算額と補正予算額の合計のことを指します。

10,162,517

４年度
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

小学校等給食物資購入事業

５ 月 補 正 事 業 計 画 書

令和５年度 教育委員会事務

事  業  名

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 負担金 その他 市債 一般財源

現計予算額
*

9,734,211 9,734,211 0

執行見込額
10,162,517 9,734,211 428,306

428,306 0 0 0 0 0 428,306

　本市が設置する小学校及び特別支援学校等の学校給食物資の調達については、保護者等から徴収した学校給食費負担金
を財源としています。学校給食費の公会計化に伴い計上した歳入歳出予算を適正に管理する。

　令和５年度における新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の取扱いについて、令和４年度に引き続き物価
高騰に伴う学校給食等に関する負担軽減が新しく示されました。合わせて、原油高騰、物価高騰により給食食材が高騰す
ることで保護者負担増とならないよう地方創生臨時交付金を活用するよう示されたことから今後想定される物価高騰に備
え、増額補正を行うものです。
　
◆実施概要
・対象物資：小学校、特別支援学校、義務教育学校で使用する給食食材

・見込み額：令和５年度予算額に消費者物価指数の前年同月比を乗じることにより算出
　　　　　　消費者物価指数は、前年同月比の令和４年平均値(4.4％)を使用

・実施時期：令和５年４月から令和６年３月まで

現計予算額
A

補正額
B

補正後
現計予算額

A+B
説　　　　明

小学校等給食物資購入事業 9,734,211 428,306

11月 12月

10,162,517

１月 ２月

消費者物価指数上昇に伴う給食食材購
入費対応分

３月
４月給食
物資代支

払
以降使用した給食物資代を翌月に支払い

今回補正額

合　　　　計 9,734,211 428,306



［ 局］

15 款 7 項 4 目
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【事業概要】

【補正概要】

【 事業費の内訳 】

【 事業スケジュール 】
給食物資支払いスケジュール

*現計予算額とは、当初予算額と補正予算額の合計のことを指します。

4月の給食
を実施

事業者よ
り教育委
員会へ食
材費を請
求（翌月
10日頃）

事業者へ
支払い

（請求書
受理から
30日以
内）

以降使用した給食物資代を翌々月に支払い

中学校給食（デリバリー型）を実施するにあたり、利用者から給食費を徴収し、給食物資購入に充当します。

10月 11月 12月 １月 ２月 ３月４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

今回補正額

合　　　　計 1,787,349 78,644

４年度

1,865,993

中学校給食物資購入事業 1,787,349 78,644 1,865,993
消費者物価指数上昇に伴う給食食材購
入費対応分

0 78,644

　令和５年度における新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の取扱いについて、引き続き物価高騰に伴う学
校給食等に関する負担軽減が示されました。合わせて、原油高騰、物価高騰により給食食材が高騰することで保護者の負
担増とならないよう地方創生臨時交付金を活用するよう示されたことから、今後想定される物価高騰に備えて増額補正を
行うものです。
　
◆実施概要
・対象物資：中学校および給食室改修期間中の小学校における給食で使用する食材

・見込み額：令和５年度予算額に消費者物価指数の前年同月比を乗じることにより算出
　　　　　　消費者物価指数は、前年同月比の令和４年平均値(4.4％)を使用

・実施時期：令和５年４月から令和６年３月まで

現計予算額
A

補正額
B

補正後
現計予算額

A+B
説　　　　明

78,644

78,644 0 0 0 0

91,937
執行見込額

1,865,993 1,695,412

1,787,349 1,695,412 91,937 0現計予算額
*

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 負担金 その他 市債 一般財源

中学校給食物資購入事業

５ 月 補 正 事 業 計 画 書

令和５年度 教育委員会事務

事  業  名
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